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連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 

札幌圏雇用センサス  ２０２１年８月の相談状況 

 

「労働者の幸せなくして国民の幸せなし」 

 

１．２０２１年８月相談概況 

 

項  目 

年  月 
相談者（人） 相談件数（件） 一人当たり相談件数（件） 

２０２１年 ８月 ７６人 １２０件 １．５８件 

２０２１年 ７月 ８１人 １１８件 １．４６件 

２０２０年 ８月 ８３人  １３０件 １．５７件 

 

（１）相談者の状況 資料－１ 「２０２１年 雇用形態別 相談者数 月別集計」  

資料－２ 「２０２１年８月 相談件数 （雇用形態別）」 

資料－３ 「２０２１年８月 相談者数 （雇用形態・男女、業種別）」  

資料－４ 「２０２１年８月 相談件数 （業種別）」  

 

【雇用形態別 相談者数・相談件数・１人当たり相談件数】 

  
男 社員  契約  パート 

臨時  

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 
嘱託  季節  派遣  求職者  その他  

人 数 49 38 4 2 3   1 1  

件 数 84 65 8 3 4   1 3  

計 1.71 1.71 2.00 1.50 1.33   1.00 3.00  

 

  
女 社員  契約  パート 

臨時  

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 
嘱託  季節  派遣  求職者  その他  

人 数 27 11 1 6 3   2 4  

件 数 36 16 1 10 3   2 4  

計 1.33 1.45 1.00 1.67 1.00   1.00 1.00  

 

 

男

女 
社員  契約  パート 

臨時  

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 
嘱託  季節  派遣  求職者  その他  

人 数 76 49 5 8 6   3 5  

件 数 120 81 9 13 7   3 7  

計 1.58 1.65 1.80 1.63 1.17   1.00 1.40  

 

①  ８月の相談者数は男性４９人に対して女性２７人と男性が大幅に上回りまし

た。相談件数も同様に男性が圧倒的に多く８４件（１人当たり１．７１件）に達
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し全相談件数の７０％を占めています。女性は相談者２７人に対して相談件数

は３６件、１人当たり相談件数を１．３３件としています。相談者に占める正社

員の比率は６割以上であり、男性相談者にいたっては約８割を正社員が占めて

います。 

 

②  業種別相談状況では「卸・小売業・飲食店」（１５人・２２件）、「その他サー

ビス業」（１１人・１７件）、「その他製造業」（９人・２１件）、「社会福祉・介護

業」（９人・１２件）及び「建設・設計・重機」（８人・１２件）からの相談が多

く、全体の７割弱を占めています。 

【業種別・雇用形態別 相談者数／業種別相談件数】 

  

相談  

人数計  
社員  契約  パート 

ｱﾙ 

ﾊﾞｲﾄ 
嘱託  季節  派遣  その他  

相談  

件数  

１人／  

件数  

Ａ農林水産業合             

Ｂ鉱石・砕石業             

Ｃ建設・設計・重機業  8 7 1       12 1.50 

Ｄ食品製造業  4   3    1  6 1.50 

Ｅその他製造業  9 8      1  21 2.33 

F エネルギー・水道業             

G 通信・報道・IT 業  1 1        2 2.00 

H 交通業             

I 陸運・倉庫業  5 4 1       7 1.40 

J 卸・小売業・飲食店  15 7  3 3    2 22 1.47 

K 商品斡旋・リース業             

L 金融・保険業             

M 不動産業  5 5        9 1.80 

N 医療・福祉・医薬品業  3 1  1     1 4 1.33 

O 社会福祉・介護業  9 8       1 12 1.33 

P ビル管理・警備業             

Q 労働者派遣業             

R 教育・学習支援業  2 1   1     2 1.00 

S 会計・行政・法律事務所             

T 宿泊・娯楽業  2  1  1     3 1.50 

U 複合サービス業  1  1       2 2.00 

V その他サービス業  11 7  1 1   1 1 17 1.55 

W 廃棄物処理業             

X 公務・公共サービス             

Y 分類不能・その他  1  1       1 1.00 

合計 76 49 5 8 6   3 5 120 1.58 
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前月まで、「卸・小売業・飲食店」、「社会福祉・介護業」、「医療・福祉・医薬品

業」及び「食品製造業」に相談が集中する傾向にありました。８月はコロナ禍と

はいえ、企業の経済活動が徐々に稼働を増し、相談項目発生業種も広がりを見せ、

集計対象の２５業種のうち１４業種から相談が寄せられています。  

最も多い「卸・小売業・飲食店」（１５人・２２件）からの相談は、９項目中７

項目に相談が分布しています。相談に至るケースには、今の労働条件を切り下げ

て雇用を維持したいとする事業主と、労働条件が維持されないのであれば雇用契

約を解約したいとする労働者の意見不一致が原因となるケースが多く見られます。 

冠婚葬祭業・遊技場・レンタルリース業等で構成される「その他サービス業」

（１１人・１７件）では労働組合関係を除く全項目に相談が分布しています。事

業規模縮小や休業期間の延長に伴う事業不振を理由とした解雇・雇止め・中途解

約を中心に相談が構成され、賃金不払い・有給休暇取得妨害・パワハラ等が付帯

相談項目となっています。  

「その他製造業」（９人・２１件）ではもの作りの製造職場から相談が寄せられ

ています。人材不足へ起因すると考えられますが、職場内・社内の問題解決能力

低下が顕著であり、会社や社内組合への不信感から職場内で孤立し、社外機関へ

相談せざるを得ないという事案が多く見られます。また、コロナ禍において、研

修と称した「棚卸」的業務を集中的に指示し所定外の無賃労働に発展するという

事例、資格取得費用についての退職時返納強要の事例等、前近代的な労務管理も

散見されます。  

「社会福祉・介護業」（９人・１２件）では慢性的な人手不足の打開策がなく就

業規則や雇用契約の内容を変更した長時間労働強要や残業手当の削減が未だに多

く見られ、有給休暇について懇願による取得妨害という相談も見られます。  

「建設・設計・重機」（８人・１２件）では、従業員による経営批判が目立ち、

従業員として経営へ参画する方法、経営陣への追及を可能にする方法等の相談が

見られます。  

 

（２）相談項目について 資料－２ 「２０２１年８月 相談件数 （雇用形態別）」  

資料－４ 「２０２１年８月 相談件数 （業種別）」  

資料－５ 「２０２１年・月別集計 相談件数（相談項目別）」 

寄せられた相談項目は次のとおりです。  

「労働契約関係」 33 件（就業規則・雇用契約 26 件  その他契約 4 件  配転･出向･転籍 3 件） 

「賃金関係」   20 件（その他賃金 11 件  不払残業・割増未払 5 件  一時金・諸手当 3 件   

賃上げ・賃下げ 1 件）  

「雇用関係」   18 件（解雇・退職強要・契約打切 15 件  休業補償 3 件 ） 

「労働安全衛生」    9 件（労働災害 2 件 安全衛生 4 件 その他安全衛生 3 件）  

「労働時間関係」  8 件（年次有給休暇 8 件 ） 

「保険・税」    7 件（雇用・労災 6 件 健保・年金 1 件）  

「退職関係」     7 件（退職金・退職手続 4 件  その他退職 3 件） 

「その他」     7 件（経営問題・労務管理 5 件 上記以外の相談 2 件） 
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「差別等」     6 件（セクハラ１件 嫌がらせ・パワハラ 5 件 ） 

「労働組合関係」  5 件（結成・運営・加盟 4 件 不当労働行為１件）  

相談件数合計  120 件 

 

「労働契約関係」、「賃金関係」及び「雇用関係」の相談が全相談件数の約６割（71

件）を占めました。相談の中心は労働契約関係であり、就業規則・雇用契約内容の

不履行や一方的不利益変更に端を発しています。この原因には、これまでの人員不

足に加え事業活動の縮小による業績不振が見られます。「社会福祉・介護業」及び「医

療・福祉・医薬品」の分野では人手不足を、「卸・小売業・飲食店」、「食品製造業」

及び「その他サービス業」で業績不振を理由とした就業規則・雇用契約内容の不利

益変更が見られます。この不利益変更から、賃金未払が発生し、解雇・退職強要へ

進み、退職手続き等の退職関係の問題に及んでいます。  

労災及び労働安全衛生に関する相談が正社員や勤務時間・雇用年数が長期に及ぶ

基幹的非正規労働者に多く見られるのも特徴的であり、相談多発業種に集中してい

ます。これらは、相談者の健康状態が重篤一歩手前の場合が多く、療養の経過によ

っては退職問題に転化する相談も見られました。  

有給休暇に関する相談は、所得保障を確実なものとする手段として適切か否かと

いう相談も多く見られました。  

 

（３）相談内容の違法状況ついて 

資料－６  ２０２１年８月 違法件数（相談項目・雇用形態別）  

資料－７  ２０２１年   月別集計 違法件数（相談項目別） 

資料－８  ２０２１年８月 違法件数（業種別）  

 

７６人から寄せられた１２０件の相談中、違法と判断される項目は４４件となっ

ています。違法率は３６.７％です。 

【項目別違法件数の分布】 

項  目 違法件数  違法率 全相談件数  

賃金関係 １１件 ５５．０％ ２０件 

雇用関係  １１件 ６１．１％ １８件 

労働契約関係  １０件 ３０．３％ ３３件 

差別等  ４件 ６６．６％ ６件 

労働時間関係  ３件 ３７．５％ ８件 

退職関係 ２件 ２８．５％ ７件 

安全衛生 １件 １１．１％ ９件 

保険・税関係  １件 １４．２％ ７件 

その他（経営問題・労務管理） １件 １４．２％ ７件 

労働組合関係  ０件 0０．０％ ５件 

総  数 ４４件 ３６．７％ １２０件 
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４４件の違法件数のうち正社員の占める割合は２９件・６６%強に達しています。  

この正社員の違法件数を男女別で比較すると男性２５件に対して女性１９件と男性

が上回っていますが、それぞれの占有率を比較すると、男性の２９．８％に対して女性

は５２．８%に達しています。また、女性相談者の違反率を雇用形態別にみると、正社

員４３．８%・パート８０．０%・アルバイト６６．７%・派遣１００%と、女性非正規

労働者の雇用環境に劣悪さが際立っています。 

相談項目と雇用形態から違法件数の内容を検証すると、非正規労働者からの相談はま

ず雇用関係解約（解雇・雇止め）ありきで、その関連で就業規則の不利益変更や賃金未

払が発生しています。一方、正社員は人員確保・業績不振を理由とした各規則の不利益

変更に端を発して、雇用関係の解約に至るというケースが目立ちます。  

  今月の違法件数に有給休暇に関する項目が少ないのも特徴で、ほとんどが制度の問い

合わせ・内容確認です。 

 

２．２０２１年８月の雇用情勢 

 

 ９月８日、東京商工リサーチは８月の倒産件数が５７年ぶりの低水準にあると発表

しました。昨年同月比で３０%減の４６６件、３カ月連続で減少していて、８月とし

ては１９６４（昭和３９）年以来の低水準としています。政府・金融機関による特別

融資注入の成果としています。ただ、融資が届きにくい地場中小零細やそこに働く生

活者の状況を見れば、コロナ感染症対策として、「お休み」と「無給」が間断なく発令

され、学齢期の子ども世帯には、保育の「お休み」が加わったのも事実で、「融資」の

成果が労働者まで届いたとは言い難いのが実感です。  

 地域の経済と雇用には倒産件数の多寡では括れない痛み・苦しみが実在する、とい

うことを痛感する８月でした。先の１９６４年はアジア初のオリンピック「東京五輪」

が開催された年です。「東京五輪」が高度経済成長への起点になりました。今の世相に

は、過去の「東京五輪」を意識した、政府の過剰な「安心・安全・安定」演出を感じ

ます。 

現に、東京商工リサーチは、８月２７日１６時時点で「新型コロナ」関連の経営破

綻（負債１，０００万円以上）が全国で累計１，８７４件になったと発表しています。

月別では、２月（１２２件）、３月（１３９件）、４月（１５４件）が、３カ月連続で

最多件数を更新し、８月（１０４件）まで７カ月連続で１００件超となったとしてい

ます。そして、コロナ破綻企業の従業員数（正社員）は、同日時点で２万人を  

突破したと発表しています。  

失業した従業員のうち従業員５人未満は９７１件・５５．１%、２０人未満で集計

すると１５４９件・８７．８％になります。破綻の影響は小規模事業所に集中してい

ます。従業員３０人未満が全事業所の約９２%(６万７千事業所)を占める札幌圏の影

響は大きいと言っても過言ではありません。  

８月の労働相談は「東京五輪」の渦中に進行した中小事業所の破綻を背景に生まれ、

寄せられています。  
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 寄せられる悩みには、生き延びる可能性を少しでも残すための「人材の確保」を目

的に、「できる従業員・正社員」は残って欲しいとする事業主へどう対抗するかという

非正規労働者の必死な訴えがあります。コロナ禍による事業不振克服のための負担軽

減策として、非正規労働者から解雇・雇止めを発令し、強硬手段として賃金不払いや

懲戒、退職妨害、パワハラが用いられる構図が見られます。製造業、建設・設計・重

機及びその他サービスの業種に顕著でした。  

 また、事業は継続したいが人材がいない、そのための過重労働強要と労働条件不利

益変更が労働者流出と退職トラブルに至るという構図も顕著です。「卸・小売業・飲食

店」と「社会福祉・介護業」に多発する事例です。元々労働条件の劣悪な業種として

相談の多いところですが、悪い条件を更に低下させれば人材が流出するのは当然であ

り、相談を受ける度に事業者教育の必要性を痛感します。  

 景気対策・経済対策が検討される際、企業融資の方法が税制の在り方を含めて議論

されます。問題は、融資された「資金」の流れと使われ方であり、労働者を通じて血

流となって地域に注入されなければ一切の効果は生じません。今回が正にその好事例

です。コロナ禍だから特例というものではなく、これまで経済対策によって雇用環境

が改善されたという経験は一度もありません。労働者の幸せなくして国民の幸せなし

を痛感します。  

 

以 上 


